
証券コード　3420

平成26年６月４日

株 主 各 位
大阪市北区西天満３丁目２番17号

代表取締役社長 髙 田 俊 太

第50回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第50回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月19日（木曜日）

午後５時30分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成26年６月20日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区西天満３丁目５番23号

ホテルイルグランデ梅田　１階「グレース」
（末尾「株主総会会場ご案内図」ご参照）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第50期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人
及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第50期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役６名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の記載事項を修正す
る必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.kfc-net.co.jp/）に掲載いたしますのでご了承ください。
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添付書類

事　 業　 報　 告

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度のわが国経済は、政府主導の経済政策や日銀による金融緩

和を背景に企業収益は改善に向かい、それに伴う雇用拡大や一部では賃金の

上昇が見られるとともに、個人消費も上向くなど景気は緩やかな回復基調で

推移しました。

　当社グループの関連する建設業界におきましても、公共事業を中心とした

「財政出動」などによる建設投資の増加や震災復興の本格化に加え民間の設

備投資も持ち直す一方で、労務単価や建設資機材価格は高騰するなど、必ず

しも業界全体が活況を呈する状況までには至りませんでした。

　このような状況の中、当社グループは前期の不本意な結果をふまえ、昨年

度に引き続き「本業の再強化」を全社目標として顧客ニーズに対応した積極

的な営業活動と採算性を重視した受注確保を行うとともに、さらなる原価低

減の一層の徹底など収益の確保にも取り組んでまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は、193億32百万円（前期比13.4％増）

で、その内訳は商品売上高が92億20百万円（前期比1.5％増）、完成工事高は

101億12百万円（前期比27.0％増）となりました。

　収益面につきましては、引き続きコスト圧縮に努めた効果による売上総利

益の上昇などの要因もあり、連結経常利益は４億88百万円（前期は１億68百

万円の連結経常損失）、連結当期純利益は３億19百万円（前期は１億59百万

円の連結当期純損失）と増収・増益となりました。

　次に部門別の売上高は以下のとおりであります。
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〔ファスナー事業部門〕

　「あと施工アンカー」をはじめとする建設資材販売や耐震関連の商品・工

事及び新工法である「せん断補強RMA工法」関連について売上は減少しました

が、粗利率の高い受注を行ったことなどにより、売上高は66億54百万円（前

期比7.4％減）となりました。

〔土木資材事業部門〕

　期初から今年度は新規トンネル物件の発注が少ないことが見込まれており、

また、「FIT工法」関連の売上も伸び悩んだことなどにより、売上高は59億21

百万円（前期比4.0％減）となりました。

〔建設事業部門〕

　前期受注の大型物件だけでなく中規模物件にも積極的に受注活動を行った

結果、売上高は67億56百万円（前期比83.1％増）となりました。

(2) 設備投資及び資金調達の状況

　当連結会計年度中に当社グループが実施いたしました設備投資総額は、１

億22百万円となりました。その主なものは、リース資産の増加によるもので

あります。また、資金調達につきましては、金融機関からの経常的な借入れ

により調達いたしました。

(3) 財産及び損益の状況の推移

期   別
第 47 期

平成23年3月期
第 48 期

平成24年3月期
第 49 期

平成25年3月期
第 50 期

平成26年3月期

売 上 高(千円) 23,289,353 22,046,553 17,042,019 19,332,886

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

(千円)  535,812  265,570 △159,310 319,941

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額(△)

72円68銭 36円03銭 △21円61銭 43円41銭

総 資 産(千円) 18,512,588 19,036,822 17,010,330 17,766,674

純 資 産(千円) 6,652,416 6,782,515 6,577,349 6,894,249

１ 株 当 た り 純 資 産 額 902円46銭 920円11銭 892円33銭 935円44銭

（注）「１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額」は期中平均発行済株式数に

基づき算出しております。
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(4) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、引き続き政府によるデフレ脱却に向けた経

済対策などを背景に景気は回復基調が続くものと期待されますが、消費増税

に伴う個人消費の反動減による一時的な景気の停滞や中国をはじめとする新

興国の成長鈍化、解決の糸口が見えないウクライナ情勢など不安定な要素も

あり景気の先行きは楽観視できない状況にあります。

　建設業界におきましては震災復興や東京五輪開催決定に伴うインフラ整備、

国土強靭化計画による防災・安全化対策、企業収益回復に伴う民間設備投資

の増加など受注環境に追い風が期待できる一方で、原油価格・電力価格の上

昇や人手不足に起因した労務単価の高騰に加えて、建設資機材価格の高止ま

りによるコスト高が懸念されるなど不透明な状況が続くものと予想されます。

　このような状況の中で当社グループは、昭和40年３月に社会インフラ整備

の一端を担う企業として「信用を重んじ、社会の発展と豊かな環境づくりに

貢献する」という企業理念のもと設立され、平成27年３月には会社設立50周

年を迎えることとなりました。

　記念すべき節目の年を迎えるにあたり今一度原点に立ち返って「顧客重視

の姿勢を徹底」することをはじめとして「採算管理の徹底」「経費の効率化」

「部門間連携の強化」の４項目を重点課題に掲げ、顧客ニーズを捉えた技術

提案営業及び新商品・新工法の開発を積極的に推進し、経費の効率化や施工

効率の向上など事業活動のあらゆる面での合理化・効率化にも取り組むとと

もに、黒字・成長事業に経営資源を投入し企業価値向上を目指し「持続的成

長が可能な高収益企業への転換」に努めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りま

すようお願い申しあげます。

(5) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

アールシーアイ株式会社 74,000
千円

100
％

建設工事の設計・施工
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(6) 主要な事業内容

　当社グループは、各種あと施工アンカー類の販売・施工、トンネル支保材・

防水シートの販売、並びに道路、鉄道及び建築物関連各種工事の設計・施工

を主事業として行っております。

　部門別の主な営業活動は次のとおりであります。

ファスナー事業部門

①各種「あと施工アンカー」類の販売・施工

②鋼材及び各種金物の製作・販売

③耐震関連資材の販売

④建築物等の耐震関連工事の設計・施工

⑤道路及び鉄道橋脚等の耐震関連工事の設計・施工

⑥ポリニットロープ等止水材及びドリル等電動工具類の販売

土木資材事業部門

①ロックボルト等トンネル用支保材料の販売

②ドライモルタル等ロックボルト用定着剤の販売

③トンネル用防水シート及び附属品並びに溶着機等施工機械の販売

④ウレタン注入剤等トンネル用岩盤固結剤及び注入機等施工機械の販売並びにレンタル

⑤遮水シート、防水シートの輸入販売、設計、施工

建設事業部門

①トンネル内装及び耐火工事及び遮音壁設置工事等の環境工事の設計・施工

②防護柵設置工事及び落下物防止工事等安全施設工事の設計・施工

③トンネル補強工事及びビル外壁補修工事等リフレッシュ工事の設計・施工

④トンネル内照明及び防災等設備工事並びに橋梁部設備関連工事の設計・施工
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(7) 主要な営業所

当　　社

１．本 店 大阪市北区西天満３丁目２番１７号

２．東 京 本 社 東京都港区芝公園２丁目４番１号

３．営 業 拠 点 札幌(札幌市東区)　仙台(仙台市泉区)

横浜（横浜市都筑区）静岡（静岡市駿河区）

名古屋（愛知県清須市）岡山（岡山市北区）

広島（広島市南区）福岡（福岡市博多区）

４．流 通 セ ン タ ー 大阪流通センター （大阪府富田林市）

関東流通センター （埼玉県加須市）

子 会 社

アールシーアイ株式会社

１．本 店 大阪市北区西天満３丁目２番１７号

２．東 京 本 社 東京都港区芝公園２丁目４番１号

(8) 従業員の状況

①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

264 名 △1名

②　当社の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

男 性 213名 △2名 42.0才 15.0年

女 性 41 ＋1 37.6 14.2

合 計 又 は 平 均 254 △1 41.3 14.8

（注）１．出向者４名（男性４名）を含んでおります。

２．参与、顧問、嘱託、臨時雇用者は含んでおりません。
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(9) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,435,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 655,000千円

株 式 会 社 南 都 銀 行 300,000千円

２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 18,970,000株

(2) 発行済株式の総数 7,378,050株

(3) 株主数 290名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

髙 田 信 子 784,000 株 10.64 ％

積 水 樹 脂 株 式 会 社 777,000 10.54

ケ ー ・ エ フ ・ シ ー 取 引 先 持 株 会 412,300 5.59

髙 田 俊 太 387,700 5.26

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 325,000 4.41

電 気 化 学 工 業 株 式 会 社 200,000 2.71

新 井 嘉 重 190,000 2.58

吉 田 隆 興 187,000 2.54

株 式 会 社 中 外 精 工 186,600 2.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 184,100 2.50

（注）持株比率は自己株式（7,988株）を控除して算出しております。
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(5) その他株式に関する重要な事項

当社は、全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の

趣旨に鑑み、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図るため、平成25年

10月18日開催の取締役会決議に基づき、平成25年12月２日付で単元株式数を

1,000株から100株に変更しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役（平成26年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長(兼)執行役員社長 髙 田 俊 太

取 締 役 副 社 長
( 兼 ) 執 行 役 員 副 社 長

森 田 正 博
営 業 管 掌
（ 兼 ） 営 業 企 画 推 進 部 長

専務取締役(兼)専務執行役員 小 野 晶 生
内 部 統 制 委 員 会 委 員 長
管 理 管 掌

常務取締役(兼)常務執行役員 箕 輪 雅 朗 土 木 資 材 事 業 部 長

常務取締役(兼)常務執行役員 山 田 清 秀 フ ァ ス ナ ー 事 業 部 長

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 羽 馬 　 徹 技 術 部 長

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 森 　  武
ア ー ル シ ー ア イ 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 堀 口 康 郎
経 理 部 長
（ 兼 ） 経 営 企 画 室 長

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 森 田 　 実 建 設 事 業 部 長

常 勤 監 査 役 米 田 元 彦

監 査 役 五 島 　 洋
弁 護 士 法 人 飛 翔 法 律 事 務 所 代 表 社 員

株 式 会 社 ケ シ オ ン 監 査 役

株 式 会 社 レ イ ア パ ー ト ナ ー ズ 監 査 役

監 査 役 渡 部 靖 彦 ペ ガ サ ス 監 査 法 人 代 表 社 員

（注）１．監査役 五島　洋及び渡部靖彦の両氏は、社外監査役であります。なお、当社は監査役

五島　洋氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。

２．監査役 五島　洋氏は弁護士の資格を、監査役 渡部靖彦氏は公認会計士の資格をそれ

ぞれ有しており、企業法務及び財務会計に関する相当程度の知見を有するものであり

ます。

３．取締役を兼務しない執行役員の氏名及び担当業務は、次のとおりであります。

(平成26年6月1日現在）

役 職 氏 名 担 当

執 行 役 員 御 庄 俊 式 土 木 資 材 事 業 部 長

執 行 役 員 村 井 良 和 建 設 事 業 部 副 事 業 部 長

執 行 役 員 石 原 　 淳 東 京 土 木 営 業 部 長

執 行 役 員 大 平 康 史 フ ァ ス ナ ー 事 業 部 長
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(2) 当事業年度中の取締役及び監査役の異動等

① 退任

平成25年６月21日開催の第49回定時株主総会終結の時をもって、取締役

堀池康友氏、監査役　柳澤文夫氏、長田啓子氏は任期満了により退任され

ました。

② 就任

平成25年６月21日開催の第49回定時株主総会において、森田　実氏は取締

役に、米田元彦氏、渡部靖彦氏は監査役にそれぞれ新たに選任され就任い

たしました。

③ 取締役の地位・担当変更

当事業年度中の取締役の地位・担当変更は次のとおりです。

氏 名 新 役 職 旧 役 職 変 更 年 月 日

小 野 晶 生

専 務 取 締 役

（ 兼 ） 専 務 執 行 役 員

内 部 統 制 委 員 会 委 員 長

管 理 管 掌

専 務 取 締 役

（ 兼 ） 専 務 執 行 役 員

総 務 部 長

平成25年４月１日

山 田 清 秀
常 務 取 締 役

（ 兼 ） 常 務 執 行 役 員

フ ァ ス ナ ー 事 業 部 長

取 締 役 （ 兼 ） 執 行 役 員

フ ァ ス ナ ー 事 業 部 長
平成25年４月１日

堀 口 康 郎
取 締 役 （ 兼 ） 執 行 役 員

経 理 部 長

（ 兼 ） 経 営 企 画 室 長

取 締 役 （ 兼 ） 執 行 役 員

経 理 部 長
平成25年４月１日

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 　 　 　 分 人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 10名 177百万円

監 査 役 5名 21百万円

合 計 15名 199百万円

（注）上記には、平成25年６月21日開催の第49回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

１名及び監査役２名（うち社外監査役１名）を含んでおります。

また上記のうち、社外監査役に対する報酬等の総額は、３名11百万円であります。

－ 10 －

会社役員に関する事項



(4) 社外役員に関する事項

①　社外役員の重要な兼職の状況等

区 分 氏 名 兼 職 先 会 社 名 兼職の内容 当社との関係

社外監査役 五島　洋
弁 護 士 法 人 飛 翔 法 律 事 務 所

株 式 会 社 ケ シ オ ン

株式会社レイアパートナーズ

代 表 社 員
監 査 役
監 査 役

特別な関係はございません

特別な関係はございません

特別な関係はございません

社外監査役 渡部靖彦 ペ ガ サ ス 監 査 法 人 代 表 社 員 特別な関係はございません

②　社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外監査役 五島　洋

当事業年度に開催された取締役会８回のうち８回、監査役会13回

のうち13回に出席いたしました。必要に応じ、主に弁護士として

企業法務の専門的見地から意見を述べ、取締役会及び監査役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行って

おります。

社外監査役 渡部靖彦

平成25年６月21日就任以降、当事業年度に開催された取締役会６

回のうち６回、監査役会10回のうち10回に出席いたしました。必

要に応じ、主に公認会計士として財務会計の専門的見地から意見

を述べ、取締役会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確

保するための助言・提言を行っております。

③　責任限定契約に関する事項

　当社は、平成18年６月23日開催の第42回定時株主総会で定款を変更し、

社外取締役及び社外監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。

　当該定款に基づき当社が社外監査役の全員と締結した責任限定契約の内

容の概要は次のとおりであります。

　当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外監査役 五島　洋氏及

び渡部靖彦氏との間に、同法第423条第１項の行為による損害賠償責任を限

定する契約を締結しており、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規

定する額であります。
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５．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

　太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

区 分 支 払 額

①　当社が支払うべき報酬等の合計額 25百万円

②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

25百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と

金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分

できないことから、上記①の金額はこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得た上で、又は監査役会の請求に基

づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることと

します。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人

を解任いたします。

　この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総

会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

　当社では、平成18年５月22日開催の取締役会において、会社法及び会社法施

行規則に基づき、内部統制システム構築の基本方針について下記のとおり決議

いたしました。

　さらに、平成22年10月15日開催の取締役会において、コンプライアンス体制

強化のため、「反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその体制」の

項目追加を、下記「Ⅱ個別事項 第11項」のとおり決議いたしました。

Ⅰ　基本方針

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制､ その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省

令で定める体制を整備する。

Ⅱ　個別事項

１　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

①　役員が法令、定款及び当社経営理念の遵守に基づいて行動するため､ 

社内諸規程並びにマニュアルを整備する。

②　監査役は独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状況を含

め、取締役の職務執行を監査する。

③　管理管掌取締役は、全社におけるコンプライアンスへの取り組みを統

括するとともに、役員に対し社外で開催されるコンプライアンスに関

する各種セミナー等への出席を義務付ける等、役員全体の教育等徹底

を図る。

④　①及び③の活動の概要について、定期的に取締役会及び監査役会に報

告する。

２　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

①　文書管理規程に基づき、次に定める文書（電磁的記録を含む。以下同

じ。）を関連資料とともに保存する。

１）株主総会議事録

２）取締役会議事録

３）その他重要会議議事録
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４）国土交通省、税務署その他官公庁、所属団体及び証券取引所等に届

出あるいは提出した書類の写し

５）その他文書管理規程に定める文書

②　上記文書の保管場所及び保管の方法は、文書管理規程の定めによるも

のとし、取締役又は監査役からの閲覧の要請に対し、大阪本店内にお

いて速やかに応じられるものとする。

③　上記文書の保存期間は、法令に別段の定めのない限り、文書管理規程

に定める各種文書ごとの保存期間とする。

３　リスクの管理に関する規程その他の体制

①　取締役の中から全社におけるリスクに関する統括責任者（以下「統括

責任者」という。）を指名し、具体的なリスクを想定・分類すること

により、有事の際の迅速かつ適切な情報の伝達と緊急の対応ができる

体制を整備する。

②　統括責任者は各部門の日常的なリスク管理状況の監査を、内部監査室

の監査と連係して行う。

③　統括責任者は、定期的に①のリスク管理体制の整備状況を把握すると

ともに、具体的な事案の検証を通じて当該体制の適切性を確認する。

又、その結果を含めリスク管理に関して、定期的に取締役会及び監査

役会に報告する。

４　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　執行役員制度を採用することにより執行責任を明確にし、取締役は意

思決定の迅速化、監督機能の強化など経営機能の効率化に専念する。

②　取締役会は、経営方針並びに法令で定められた事項、その他経営に関

する重要事項を決定し、取締役の業務執行状況を監督する。

③　業務執行権限を執行役員に委譲することにより、職務権限と担当業務

を明確にし、機関相互の役割分担と連係を図ることによって業務の重

複や無駄を排し、簡素化・効率化を図る。
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５　従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

①　すべての役員及び従業員は、当社の「経営理念」、「倫理行動規範」、

「内部情報管理規程」及び「インターネット管理規則」を企業活動の

根本理念と捉え、行動の際のガイドラインとする。

②　統括責任者は、当社の事業に係る法令等の整備を識別し、関連部門へ

の周知徹底を図り、法的要求事項を遵守する基盤を整備する。

③　統括責任者は、監査役並びに内部監査室と連携して、各部門の日常的

な活動状況の監査を実施するとともに、コンプライアンスに係る問題

の有無を調査・検討する。

④　公益通報者保護法に基づき規程を整備し、コンプライアンス経営への

取り組みを強化するとともに、従業員等からの法令違反等の通報に対

し適切に処理する仕組みを作る。

６　当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

①　企業集団を構成する子会社の役員及び従業員は、当社の「倫理行動規

範」、「内部情報管理規程」及び「インターネット管理規則」を行動

のガイドラインとするとともに、コンプライアンス並びに情報セキュ

リティに関する共通の理念とする。

②　経営企画室は「関係会社管理規程」に基づき、事業の総括的な管理を

行う。

③　当社監査役並びに内部監査室は子会社監査役と連携して、子会社の日

常的な業務を監督するとともに、会計の状況を定期的に監査する。

④　当社の「公益通報者保護規程」によりグループ内の役員及び従業員か

ら、不正行為等に関する直接通報を可能にする。

７　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における

当該従業員に関する事項

取締役は、監査役の求めにより監査役の職務を補助する従業員（以下

「監査役スタッフ」という。）として、適切な人材を配置する。
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８　前項の従業員の取締役からの独立性に関する事項

監査役スタッフの適切な職務遂行のため、当該スタッフの人事考課は

監査役が行い、人事異動は事前に監査役の同意を得る。

９　取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

①　すべての取締役及び従業員は、次の各事項を監査役に報告する。

・当社若しくは関係会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実

・不正行為及び法令・定款に違反する重要な事実の発生する可能性若し

くは発生した場合は、その事実

・企業倫理に関する苦情相談窓口への通報の状況

・その他、監査役がその職務執行上報告を受ける必要があると判断した

事項

②　監査役に対する報告は、誠実にかつ洩れなく行うことを基本とし、定

期的な報告に加え必要の都度遅滞なく行う。

10　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　代表取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的に会合す

る。

②　取締役は、監査役が職務を適切に遂行できるよう、監査役と子会社の

取締役等との意思の疎通、情報の収集・交換が適切に行えるよう協力

する。

③　取締役は、監査役が必要と認めた重要な取引先の調査に協力する。

④　取締役は､ 監査役の職務の遂行にあたり､ 監査役が必要と認めた場合､ 

弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携を図ることができる環境

を整備する。

11　反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその体制

①　当社は社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断絶し、毅

然とした対応でこれを排除する。
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②　反社会的勢力の排除に向けた社内体制を整備する。

　・当社は、「反社会的勢力に対する基本方針」を宣言し、反社会的勢力

との関係の排除をすべての役員及び従業員に示し、その周知徹底を図

る。

　・反社会的勢力対応の統括部署を総務部とし、反社会的勢力による不当

要求がなされた場合、法的手段をもって毅然とした態度で対応する。

　・業界、地域社会で協力し、警察等の関係行政機関や顧問弁護士と緊密

な連携をとり、反社会的勢力の排除に努める。

　・統括部署においては反社会的勢力の情報を一元管理し、取引先等の反

社会的勢力排除に努めるとともに、すべての役員及び従業員に対し、

定期的に注意喚起を行っていく。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成26年３月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

完 成 工 事 未 収 入 金

未 成 工 事 支 出 金

商 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

10,490,080

2,853,783

2,286,943

1,868,473

1,866,146

289,374

777,843

69,465

479,375

△1,324

7,240,722

5,987,298

1,470,874

90,970

17,900

4,230,438

177,114

78,417

65,927

12,490

1,175,006

982,965

208,665

△16,624

35,871

35,871

流 動 負 債 7,699,928

支 払 手 形 1,917,610

買 掛 金 1,717,741

工 事 未 払 金 1,513,097

短 期 借 入 金 200,000

１年以内に返済予定の長期借入金 1,009,000

１年以内に償還予定の社債 610,000

リ ー ス 債 務 62,741

未 払 法 人 税 等 86,440

未成工事受入金及び前受金 37,573

賞 与 引 当 金 114,077

そ の 他 431,647

固 定 負 債 3,172,496

社 債 1,120,000

長 期 借 入 金 1,744,000

リ ー ス 債 務 124,753

繰 延 税 金 負 債 38,297

退職給付に係る負債 129,575

そ の 他 15,870

負 債 合 計 10,872,424

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,752,984

資 本 金 565,295

資 本 剰 余 金 376,857

利 益 剰 余 金 5,815,607

自 己 株 式 △4,775

その他の包括利益累計額 141,264

その他有価証券評価差額金 146,656

退職給付に係る調整累計額 △5,391

純 資 産 合 計 6,894,249

資 産 合 計 17,766,674 負 債 純 資 産 合 計 17,766,674
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連 結 損 益 計 算 書

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

（単位：千円）

科        目 金        額

売 上 高

商 品 売 上 高 9,220,427

完 成 工 事 高 10,112,459 19,332,886

売 上 原 価

商 品 売 上 原 価 7,034,929

完 成 工 事 原 価 7,716,374 14,751,303

売 上 総 利 益

商 品 売 上 総 利 益 2,185,497

完 成 工 事 総 利 益 2,396,084 4,581,582

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,070,759

営 業 利 益 510,823

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 22,863

受 取 家 賃 35,700

技 術 提 供 収 入 4,088

そ の 他 13,215 75,867

営 業 外 費 用

支 払 利 息 49,513

そ の 他 49,071 98,584

経 常 利 益 488,105

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 543 543

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0

減 損 損 失 738 738

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 487,910

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 77,041

法 人 税 等 調 整 額 90,926 167,968

少数株主損益調整前当期純利益 319,941

当 期 純 利 益 319,941
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連結株主資本等変動計算書

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 565,295 376,857 5,532,520 △4,231 6,470,441

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △36,854 △36,854

当 期 純 利 益 319,941 319,941

自 己 株 式 の 取 得 △543 △543

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 283,086 △543 282,543

当 期 末 残 高 565,295 376,857 5,815,607 △4,775 6,752,984

（単位：千円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 106,908 － 106,908 6,577,349

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △36,854

当 期 純 利 益 319,941

自 己 株 式 の 取 得 △543

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

39,747 △5,391 34,356 34,356

連結会計年度中の変動額合計 39,747 △5,391 34,356 316,899

当 期 末 残 高 146,656 △5,391 141,264 6,894,249
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　子会社は、すべて連結されております。

・連結子会社の数　　　　１社

・連結子会社の名称　　　アールシーアイ株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数

　　　該当事項はありません。

②　持分法を適用していない関連会社の名称

　　　唐山日翔建材科技有限公司

③　持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外してお

ります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度末日と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの………連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ……………時価法

ハ．たな卸資産

 　　未成工事支出金…………個別法による原価法

 商品………………………主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

 建物（附属設備を除く）………定額法

 その他の有形固定資産…………定率法

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

 建物及び構築物…………………３年～50年

 機械装置及び運搬具……………２年～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

  自社利用のソフトウエア………………社内における見込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法

  その他の無形固定資産…………………定額法

ハ．リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

③　重要な繰延資産の処理方法

社債発行費…………………………社債の償還までの期間にわたり定額法により償却して

おります。

④　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ．賞与引当金

　当社グループの従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当連結会

計年度に負担すべき額を計上しております。
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⑤　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、期間定額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び会計基準変更時差異の費用処理方法

　会計基準変更時差異（573,860千円）については、15年による定額法により費用処理

しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。

⑥　重要な収益及び費用の計上基準

　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。

⑦　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

⑧　重要なヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引については、振当

処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しており、金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。

⑨　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５

月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）

を適用しております。（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項

本文に掲げられた定めを除く。）これにより、退職給付債務から年金資産の額を控除した額

を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識会

計基準変更時差異を退職給付に係る負債に計上しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに

従っており、当連結会計年度において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の

退職給付に係る調整累計額に加減しております。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が129,575千円計上されるとと

もに、その他の包括利益累計額が5,391千円減少しております。

　なお、１株当たり純資産額は0.73円減少しております。

３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産 土 地 4,020,468千円

建物及び構築物 1,316,061千円

　　上記に対応する債務 １年以内に返済予定の長期借入金 480,000千円

長 期 借 入 金 955,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,566,433千円

(3) 減損損失累計額 5,166千円

(4) 偶発債務

　　社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

㈱ケー・エフ・シー第17回無担保社債 10,000千円

㈱ケー・エフ・シー第18回無担保社債 20,000千円

㈱ケー・エフ・シー第19回無担保社債 20,000千円

合　計 50,000千円

(5) 手形債権流動化

　手形債権の一部を譲渡し債権の流動化を行っております。

受取手形の債権流動化による譲渡高 200,613千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数(株)

当連結会計年度増
加 株 式 数 ( 株 )

当連結会計年度減
少 株 式 数 ( 株 )

当連結会計年度末
の 株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 7,378,050 － － 7,378,050

(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数(株)

当連結会計年度増
加 株 式 数 ( 株 )

当連結会計年度減
少 株 式 数 ( 株 )

当連結会計年度末
の 株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 7,094 894 － 7,988

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り894株による増加であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

　平成25年６月21日開催の第49回定時株主総会の配当に関する事項

・配 当 金 の 総 額 36,854,780円

・配 当 の 原 資 利益剰余金

・１株当たり配当額 ５円

・基 準 日 平成25年３月31日

・効 力 発 生 日 平成25年６月24日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になる

もの

　平成26年６月20日開催予定の第50回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配 当 金 の 総 額 81,070,682円

・配 当 の 原 資 利益剰余金

・１株当たり配当額 11円

・基 準 日 平成26年３月31日

・効 力 発 生 日 平成26年６月23日

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については安全性の高い短期的な金融商品などに限定し、

また、銀行等金融機関からの借入及び社債発行により資金を調達しております。

　営業債権である受取手形、売掛金及び完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、

与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については、市場価格の変動リスクに

晒されておりますが、四半期ごとに時価を把握することにより管理を行っております。
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　営業債務である支払手形、買掛金、工事未払金及び未払金等は、１年以内の支払期日

であります。

　借入金及び社債の使途は運転資金及び設備投資であり、一部の長期借入金の金利変動

リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。な

お、デリバティブは社内規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額（*1）
（千円）

時価（*1）
（千円）

差額
（千円）

（１）現金及び預金 2,853,783 2,853,783 －

（２）受取手形 2,286,943 2,286,943 －

（３）売掛金 1,868,473 1,868,473 －

（４）完成工事未収入金 1,866,146 1,866,146 －

（５）未収入金（その他） 382,340 382,340 －

（６）投資有価証券 973,395 973,395 －

（７）支払手形 (1,917,610) (1,917,610) －

（８）買掛金 (1,717,741) (1,717,741) －

（９）工事未払金 (1,513,097) (1,513,097) －

（10）短期借入金 (200,000) (200,000) －

（11）長期借入金 (2,753,000) (2,763,771) (10,771)

（12）社債 (1,730,000) (1,735,198) (5,198)

（13）未払法人税等 (86,440) (86,440) －

（14）未払金（その他） (234,608) (234,608) －

（15）デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されている
もの

－ － －

　（*1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（１）現金及び預金、（２）受取手形、（３）売掛金、（４）完成工事未収入金及び（５）

未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

（６）投資有価証券

　時価について、株式は取引所の価格によっております。

　なお、有価証券はその他有価証券として保有しております。その他有価証券の当連

結会計年度中の売却はございません。

　また、これに関する連結貸借対照表価額と取得原価との差額は以下のとおりであり

ます。

種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株式 858,435 595,895 262,540

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株式 114,960 150,489 △35,529

合計 973,395 746,384 227,010

（７）支払手形、（８）買掛金、（９）工事未払金、（10）短期借入金、（13）未払法人

税等及び（14）未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

（11）長期借入金

　長期借入金のうち固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利に

よるものは、金利スワップの特例処理の対象となっているものを除き、短期間で市場

金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価

は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております（下記

（15）参照）。金利スワップの特例処理の対象となっている長期借入金については、

当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
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（12）社債

　当社の発行する社債の時価は、市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の

残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しておりま

す。

（15）デリバティブ取引

①ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。

②ヘッジ会計が適用されているもの

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの

連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額は、以下のとおり

であります。

　金利関連

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約

（千

額等

円） 時価
（千円）

当該時価の
算定方法うち、1年超

（千円）

金利スワッ
プの特例処
理

金利スワップ
取引
支払固定・受
取変動

長期借入金 1,730,000 1,180,000 ※

※　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし

て処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 9,570

　投資有価証券のうち非上場株式については、市場価格が無く、時価を把握することが極

めて困難と認められることから上表には含めておりません。
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（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

1年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

現金及び預金 2,853,783 　－ 　－ 　－ 　－ 　－

受取手形、売掛金及
び完成工事未収入金

6,021,563 　－ 　－ 　－ 　－ 　－

未収入金（その他） 382,340 　－ 　－ 　－ 　－ 　－

（注４）社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

1年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

長期借入金 1,009,000 739,000 495,000 360,000 150,000 －

社債 610,000 515,000 400,000 155,000 50,000 －

６．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の総額について重要性が乏しいため注記を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記

①　１株当たり純資産額 935円44銭

②　１株当たり当期純利益金額 43円41銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

９．その他の注記

　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成26年３月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

完 成 工 事 未 収 入 金

商 品

未 成 工 事 支 出 金

前 払 費 用

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

9,835,501

2,733,153

1,961,130

1,824,011

1,703,068

778,356

281,210

66,270

382,338

69,466

37,715

△1,219

7,347,786

5,987,355

1,443,535

27,339

91,027

0

17,900

4,230,438

177,114

78,114

65,624

12,490

1,282,315

982,965

107,487

45,000

104,081

59,405

△16,624

35,871

35,871

流 動 負 債 7,284,097

支 払 手 形 1,067,931

買 掛 金 2,206,715

工 事 未 払 金 1,496,043

短 期 借 入 金 200,000

1年以内に返済予定の長期借入金 1,009,000

1年以内に償還予定の社債 610,000

リ ー ス 債 務 61,871

未 払 金 234,235

未 払 費 用 92,645

未 払 法 人 税 等 73,752

未 成 工 事 受 入 金 27,157

賞 与 引 当 金 110,290

そ の 他 94,454

固 定 負 債 3,154,615

社 債 1,120,000

長 期 借 入 金 1,744,000

リ ー ス 債 務 124,137

繰 延 税 金 負 債 41,110

長 期 未 払 金 4,620

退 職 給 付 引 当 金 109,497

そ の 他 11,250

負 債 合 計 10,438,713

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,633,790

資 本 金 565,295

資 本 剰 余 金 376,857

資 本 準 備 金 376,857

利 益 剰 余 金 5,696,413

利 益 準 備 金 141,323

その他利益剰余金 5,555,089

別 途 積 立 金 4,223,000

繰越利益剰余金 1,332,089

自 己 株 式 △4,775

評 価 ・ 換 算 差 額 等 146,656

その他有価証券評価差額金 146,656

純 資 産 合 計 6,780,446

資 産 合 計 17,219,159 負 債 純 資 産 合 計 17,219,159
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損　益　計　算　書

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

（単位：千円）

科         目 金          額

売 上 高

商 品 売 上 高 9,020,505

完 成 工 事 高 9,034,192 18,054,698

売 上 原 価

商 品 売 上 原 価 6,827,333

完 成 工 事 原 価 6,984,728 13,812,061

売 上 総 利 益

商 品 売 上 総 利 益 2,193,172

完 成 工 事 総 利 益 2,049,464 4,242,636

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,880,551

営 業 利 益 362,085

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 22,863

受 取 家 賃 41,940

技 術 提 供 収 入 3,350

そ の 他 24,632 92,786

営 業 外 費 用

支 払 利 息 49,513

そ の 他 49,071 98,584

経 常 利 益 356,287

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 543 543

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0

減 損 損 失 738 738

税 引 前 当 期 純 利 益 356,091

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 64,353

法 人 税 等 調 整 額 90,944 155,298

当 期 純 利 益 200,793
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株主資本等変動計算書

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 565,295 376,857 376,857 141,323 4,223,000 1,168,150 5,532,474 △4,231 6,470,395

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △36,854 △36,854 △36,854

当 期 純 利 益 200,793 200,793 200,793

自己株式の取得 △543 △543

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － － － － 163,938 163,938 △543 163,395

当 期 末 残 高 565,295 376,857 376,857 141,323 4,223,000 1,332,089 5,696,413 △4,775 6,633,790

（単位：千円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 106,908 106,908 6,577,303

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △36,854

当 期 純 利 益 200,793

自己株式の取得 △543

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中の変動額(純額)

39,747 39,747 39,747

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

39,747 39,747 203,142

当 期 末 残 高 146,656 146,656 6,780,446
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　　　子会社株式……………移動平均法による原価法

　　　その他有価証券

　時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの……移動平均法による原価法

②　デリバティブ…………………………時価法

③　たな卸資産

商　品…………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

未成工事支出金………個別法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）………定額法

その他の有形固定資産………………定率法

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物…………３年～50年

機械装置及び車両運搬具…………２年～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエア………………社内における見込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法

その他の無形固定資産…………………定額法

③　リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

④　長期前払費用（その他の投資等）………………定額法

(3) 繰延資産の処理方法

社債発行費…………………社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しておりま

す。
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(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき額

を計上しております。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、期間定額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び会計基準変更時差異の費用処理方法

　会計基準変更時差異（573,860千円）については、15年による按分額を費用処理してお

ります。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

(5) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進

行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準

を適用しております。

(7) ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引については、振当処

理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しており、金利スワップ取引については、

特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用しております。
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(8) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識会計基準変更時差異の未処理額の

会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産　土　　　地 4,020,468千円

建　　　物 1,289,862千円

構　築　物 26,199千円

　　上記に対応する債務　　１年以内に返済予定の長期借入金 480,000千円

長期借入金 955,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,562,668千円

(3) 減損損失累計額 738千円

(4) 保証債務

　子会社の仕入債務に対する債務保証を行っております。

アールシーアイ株式会社 649,277千円

(5) 偶発債務

社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

㈱ケー・エフ・シー第17回無担保社債 10,000千円

㈱ケー・エフ・シー第18回無担保社債 20,000千円

㈱ケー・エフ・シー第19回無担保社債 20,000千円

合　計 50,000千円

(6) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 39,767千円

短期金銭債務 655,918千円

(7) 手形債権流動化

　手形債権の一部を譲渡し債権の流動化を行っております。

受取手形の債権流動化による譲渡高 200,613千円
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３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

商 品 売 上 高 25,766千円

商 品 仕 入 高 1,209,889千円

完 成 工 事 原 価 54,929千円

営業取引以外の取引高 19,360千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首の
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度増加
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度減少
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度末の
株 式 数 （ 株 ）

普 通 株 式 7,094 894 － 7,988

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り894株による増加であります。

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

役員退職慰労引当金 1,367千円

退職給付引当金 47,612

未払事業税 6,663

賞与引当金 44,658

投資有価証券評価損 3,462

減損損失 263

貸倒引当金 4,344

子会社株式評価損 39,597

その他 11,660

繰延税金資産小計 159,630

評価性引当額 △50,920

繰延税金資産合計 108,710

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △80,354千円

繰延税金負債の合計 △80,354

繰延税金資産（負債）の純額 28,355

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 69,466千円

固定負債－繰延税金負債 41,110
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　有形固定資産

　　工具器具備品であります。

②　リース資産の減価償却の方法

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記「（２）固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20

年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1) 事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額 相 当 額
（千円）

減価償却累計額
相当額
（千円）

期 末 残 高 相 当 額
（千円）

工 具 器 具 備 品 13,283 12,809 474

合 計 13,283 12,809 474

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(2) 事業年度の末日における未経過リース料相当額

１　　年　　内 474千円

合　　　計 474千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 1,897千円

減価償却費相当額 1,897千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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７．関連当事者との取引に関する注記
　(1) 親会社及び法人主要株主等

種 類
会社等の
名 称

住 所
資本金
(百万円)

事業の
内 容

議 決 権
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )役員の

兼任等
事業上
の関係

主要
株主

(会社等)

積 水 樹
脂 株 式
会 社

大阪市
北 区

12,334

建設及
び交通
環境資
材等の
製造・
加工・
販 売

(被所有)
直 接
10.5％

－

建設資
材の仕
入及び
販売

建設資材
の 仕 入

62,346

支 払
手 形

58,203

買 掛
金

176

工 事
未 払
金

2,275

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．建設資材の仕入については、市場の実勢価格を勘案して決定しております。

　　　２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　(2) 子会社及び関連会社等

種 類
会社等の
名 称

住 所
資本金
(百万円)

事業の
内 容

議 決 権
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

ア ー ル
シ ー ア
イ 株 式
会 社

大阪市
北 区

74

建設工
事の設
計・施
工

( 所 有 )
直 接

100％
兼任3名

工事外注､ 
建設資材の
仕入及び販
売
なお、当
社所有の
建物を賃
貸してお
ります。

建設資材
の 販 売

8,264
売 掛
金

268

建設資材
の 仕 入

1,313,708

買 掛
金

598,605

工 事
未 払
金

41,100

施工管理
受 託 料

1,500 － 　－

受取家賃 6,240

立 替
金

8,919
システム
の負担金

4,420

業務受託
料

7,200

債務保証 649,277 － 　－

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．建設資材の仕入及び販売については、市場の実勢価格を勘案して決定しております。

　　　２．施工管理受託料については、当該管理に係る人件費等を勘案して決定しております。

　　　３．家賃の賃料、システムの負担金及び業務受託料については、一般の取引事例を参考に

決定しております。

　　　４．子会社の仕入債務に対する債務保証を行っております。

　　　５．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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８．１株当たり情報に関する注記
① １株当たり純資産額 920円00銭

② １株当たり当期純利益金額 27円24銭

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

10．その他の注記
　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年５月９日

株式会社ケー・エフ・シー

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 高 木 　 勇 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 宮 内 　 威 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ケー・エフ・シーの平成25年
４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社ケー・エフ・シー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年５月９日

株式会社ケー・エフ・シー

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 高 木 　 勇 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 宮 内 　 威 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ケー・エフ・シーの
平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第50期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第50期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監

査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使

用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし

ました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なもの

として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会

決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制について

は、取締役等及び太陽ＡＳＧ有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社については、子会社の取

締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報

告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ

とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する

品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

三　内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役会決議の内容は相当であ

ると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行について

も、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

(3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

平成26年５月12日

株式会社ケー・エフ・シー　監査役会

常 勤 監 査 役 米 田 元 彦 

監 査 役 五 島 　 洋 

監 査 役 渡 部 靖 彦 
（注）監査役 五島 洋及び監査役 渡部靖彦は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定

める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　期末配当につきましては、業績、今後の見通しを勘案するとともに、企

業体質の強化と将来の事業展開のための内部留保にも配慮し行うこととし

ております。

　当事業年度の期末配当は、普通配当を前期比６円増配し11円とさせてい

ただきたく存じます。

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金　11円　　　　総額 81,070,682円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　平成26年６月23日
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第２号議案　取締役６名選任の件

　取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、経営機構改革を実施し、取締役会において機動的に意思決

定が行えるよう取締役３名減員し、取締役６名の選任をお願いするもので

あります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１

たか

髙
だ

田
しゅん

俊
た

太

（昭和43年２月10日生）

平成４年８月　当社入社

平成16年４月　当社営業統括部東京支店

建設部副部長

平成17年４月　当社営業推進部長

平成17年６月　当社取締役兼執行役員

営業推進部長

平成19年４月　当社取締役兼執行役員

営業企画推進部長

平成23年６月　当社代表取締役副社長

兼執行役員副社長

営業企画推進部長

平成24年４月　当社代表取締役社長

兼執行役員社長

（現在に至る）

387,700株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

２

もり

森
た

田
まさ

正
ひろ

博

（昭和23年４月23日生）

昭和46年４月　当社入社

平成10年３月　当社取締役名古屋支店長

平成15年６月　当社常務取締役兼常務執行役員

　　　　　　　営業統括部名古屋支店長

平成16年４月　当社常務取締役兼常務執行役員

営業統括部大阪支店長

平成18年４月　当社常務取締役兼常務執行役員

　　　　　　　土木資材事業部長

平成20年４月　当社常務取締役兼常務執行役員

営業部門（統括）担当兼土木資材事業部長

平成20年６月　当社専務取締役兼専務執行役員

　　　　　　　営業部門（統括）担当

平成24年４月　当社取締役副社長兼執行役員副社長

営業管掌兼営業企画推進部長

平成26年４月　当社取締役副社長兼執行役員副社長

営業管掌

（現在に至る）

65,600株

－ 46 －

取締役選任議案



候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

３

お

小
の

野
あき

晶
お

生

（昭和24年９月７日生）

昭和48年３月　当社入社

平成15年４月　当社執行役員ＩＳＯ推進室長

平成17年６月　当社取締役兼執行役員

技術部部長

平成19年４月　当社取締役兼執行役員総務部長

　　　　　　　兼ＩＳＯ品質管理責任者

平成20年６月　当社常務取締役兼常務執行役員

総務部長兼ＩＳＯ品質管理責任者

平成22年４月　当社取締役兼執行役員

ＩＳＯ品質管理責任者

平成22年６月　アールシーアイ・セキジュ株式会社

（現アールシーアイ株式会社）

専務取締役

平成24年４月　同社取締役

平成24年４月　当社総務部長

平成24年６月　当社専務取締役兼専務執行役員

総務部長

平成25年４月　当社専務取締役兼専務執行役員

　　　　　　　内部統制委員会委員長

　　　　　　　管理管掌

（現在に至る）

28,000株

－ 47 －

取締役選任議案



候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

４

は

羽
ば

馬
 

　
とおる

徹

（昭和33年１月11日生）

昭和55年３月　当社入社

平成14年４月　当社技術部副部長

平成19年４月　当社技術部長

平成20年４月　当社執行役員技術部長

平成23年６月　当社取締役兼執行役員技術部長

（現在に至る）

9,200株

５

ほり

堀
ぐち

口
やす

康
ろう

郎

（昭和37年10月24日生）

昭和62年４月　当社入社

平成15年４月　当社管理統括部経理部長

平成20年４月　当社執行役員経理部長

平成23年11月　当社執行役員管理統括部

副統括部長兼経理部長

平成24年４月　当社執行役員経理部長

平成24年６月　当社取締役兼執行役員経理部長

平成25年４月　当社取締役兼執行役員

　　　　　　　経理部長兼経営企画室長

　（現在に至る）

10,200株

６
もり

森
た

田
 

　
みのる

実

（昭和26年４月10日生）

昭和52年４月　当社入社

平成12年７月　当社営業統括部名古屋支店建設

部長

平成17年４月　当社執行役員名古屋支店建設

部長

平成20年４月　当社執行役員建設事業部建設

営業三部長

平成24年４月　当社執行役員建設事業部長

平成25年６月　当社取締役兼執行役員建設事業

部長

　　　　　　　　　　　　  （現在に至る）

25,000株

　（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以　上

－ 48 －

取締役選任議案



メ　　モ

－ 49 －

メモ



メ　　モ

－ 50 －

メモ



メ　　モ

－ 51 －

メモ



株主総会会場ご案内図

会　場：大阪市北区西天満３丁目５番23号

ホテルイルグランデ梅田　１階「グレース」

ＴＥＬ　（06）6361-7201

［ Ｊ Ｒ 西 日 本 ］ 東西線大阪天満宮駅より徒歩５分

［大阪市営地下鉄］ 谷町線、堺筋線南森町駅より徒歩３分

地図


